
令和５ 年度福島県港湾運送事業者等原油価格高騰緊急支援事業費補助金交付要綱

（ 趣旨）

第１ 条 県は、 原油価格高騰等で経営に大きな影響が生じている港湾運送事業者等（ 港湾運

送事業者及び曳船事業者をいう。以下同じ。） に対し、事業継続を支援し、物流機能の維持

を図るため、福島県補助金等の交付等に関する規則（ 昭和45年福島県規則第107号。以下

「 規則」という。）及びこの要綱の定めるところにより、予算の範囲内で補助金を交付する。

（ 定義）

第２条 この要綱において、 用語の定義は次のとおりとする 。

（ １） 県内港湾とは、港湾法（ 昭和25年法律第218号） 第２条第２項に規定する港湾のう

ち福島県内に所在するものをいう。

（ ２） 港湾運送事業者とは、東北港運協会に属し、県内港湾において、一般港湾運送事業又

は港湾荷役事業を営む者をいう。

（ ３） 曳船事業者とは、 県内港湾において、船舶の入出港の際、曳き船により岸壁への停

泊又は離船に係る操船を補助する事業を営む者をいう。

（ 補助対象者）

第３条 補助金の交付の対象となる事業（ 以下「 補助対象事業」 という。） における補助金の

交付対象となる者（ 以下「 補助対象者」 という。） は、次に掲げる要件を全て満たす事業者

とする。

（ １）福島県内に本社又は支店がある中小企業基本法第２条第１項第１号に掲げる基準（ 資

本金３ 億円以下並びに常時使用する従業員数が３百人以下） を満たす中小企業で、 港

湾運送事業者又は曳船事業者であること。

（ ２）原油価格高騰の影響を受け、かつ、次条に規定する補助金の交付対象となる経費（ 以

下「 補助対象経費」 という。） を負担する事業者であること。

（ ３） 補助対象経費に対し、 他の公的助成等を受けていない事業者であること。

（ ４） 申請時点において、 事業を廃止し、又は休止しておらず、 補助金交付後も引き続き

事業継続の意向を有する事業者であること。

（ 補助対象経費）

第４ 条 補助対象経費は、 次条で定める補助対象車両等に使用した軽油、 ガソリン及び重油

の購入代金の一部とする。



（ 補助対象車両等）

第５条 補助対象車両等は、次の各号に示す港湾荷役に係る車両等とする。なお、乗用車（ 移

送バス除く ） は補助対象外とする。

（ １） 重機類： ホイールローダー、 フォークリフト 、 油圧ショ ベル、

ブルドーザー（ ト リミ ングドーザー含む）、 スト ラドルキャリア、

ト ップリフター、 クローラークレーン

（ ２） ト ラック類： ト ラック、 ロードスイーパー、 散水車、 ト レーラー（ 重機運搬用）

（ ３） その他： 移送バス、 曳き船

（ 補助金額）

第６ 条 県は、 予算の範囲内において、 第４条に規定する補助対象経費に対して次の各号に

掲げる燃料ごとの額の合計を上限として補助することができる。ただし、1, 000円未満の端

数があった場合には、 これを切り捨てるものとし、 第４条に規定する補助対象経費には、

消費税相当額を含まないものとする。

（ １） 令和５年４ 月１日から令和６ 年３月31日までの軽油の購入量に１ リット ル当たり

１ ２円を乗じて得た額以内の額

（ ２） 令和５年４月１日から令和６年３ 月31日までのガソリンの購入量に１リット ル当た

り１２ 円を乗じて得た額以内の額

（ ３） 令和５年４ 月１日から令和６ 年３月31日までの重油の購入量に１ リット ル当たり

９ 円を乗じて得た額以内の額

（ 補助金交付の申請）

第７条 補助金の交付を申請しようとする者（ 以下「 補助事業者」 という。） は、規則第４条

第１ 項の規定により、 申請書（ 第１号様式） を、 知事が別に定める日までに提出しなけれ

ばならない。（ 郵送の場合にあっては、 同日の消印有効）

２ 規則第４条第２ 項及び第３ 項の規定により前項の申請書に添付しなければならない書類

は、 次のとおりとする。

（ １） 補助対象経費一覧表（ 第２号様式）、

車両等毎補助対象経費内訳表（ 第２号様式の別紙１ ）

（ ２）（ １） に記載した補助対象経費に係る燃料購入実績を証明する領収書等の写し

（ ただし、 燃料購入見込を記載した場合は、 算出根拠を示す資料）

（ ３） 誓約書（ 第３号様式）

（ ４） 役員等名簿（ 第４号様式）

（ ５） 法人登記簿の全部事項証明書（ 現在事項証明書） の写し

（ ６） その他知事が必要と認める書類



（ 補助金の交付決定）

第８条 知事は、補助金の交付の申請があったときは、当該申請に係る書類の内容を審査し、

及び必要に応じて現地を調査し、 補助金を交付することが適当であると認めるときは、 速

やかに補助金の交付の決定を行い当該申請者に通知する。

２ 知事は、 前項の場合において、 適正な補助金の交付を行うため必要があるときは、 補助

金の交付の申請に係る事項につき修正を加えて補助金の交付の決定をすることがある。

（ 消費税及び地方消費税仕入控除税額の減額申請等）

第９ 条 補助事業者は、 規則第４ 条の規定に基づき補助金の申請を行うにあたり、 当該補助

金に係る消費税及び地方消費税仕入控除税額（ 補助対象経費に含まれる消費税及び地方消

費税相当額のうち、消費税法及び地方税法等の規定により仕入に係る消費税及び地方消費

税として控除できる部分の金額に補助率を乗じて得た金額をいう。以下同じ。）を減額して

交付申請しなければならない。ただし、申請時において当該消費税及び地方消費税仕入控

除税額が明らかでないものについては、 この限りではない。

２ 補助事業者は、規則第13条の規定に基づき実績報告を行うにあたり、補助金に係る消費

税及び地方消費税仕入控除税が明らかな場合には、当該消費税及び地方消費税仕入控除税

額を減額して報告しなければならない。

（ 補助金の交付の条件）

第１ ０ 条 次に掲げる事項は、 補助金の交付の決定がなされた場合において、 規則６ 条の規

定により付された条件となる。

（ １） 補助事業者は、補助対象経費の変更をする場合、又は補助対象事業を中止し、若しく

は廃止する場合において、 第５ 号様式を知事に提出し、 その承認を受けること。

（ ２） 補助事業者は、 補助対象事業の遂行が困難となった場合においては、 速やかにその

旨を知事に報告して、 その指示を受けること。

（ ３） 補助事業者は、 補助対象事業の状況、 補助対象経費の収支その他補助対象事業に関

する事項を明らかにする書類、 帳簿等を備え付け、 これらの書類を補助対象事業が完

了した日の属する会計年度の翌年度から５ 年間整備保管すること。

（ 交付申請の取下げ）

第１ １ 条 補助事業者は、 第８ 条の規定による交付決定の内容又はこれに付された条件に不

服があるときは、 交付申請を取り下げることができる。

２ 規則第８条第１ 項の規定による補助金の交付申請の取下げの期日は、 補助金の交付の決

定の通知を受けた日から起算して15日を経過した日とする。



（ 完了実績の報告）

第１ ２ 条 補助事業者は、 事業が完了したときは、 第６号様式に次に掲げる書類を添えて知

事に提出しなければならない。

（ １） 補助対象経費一覧表（ 第２号様式）、

車両等毎補助対象経費内訳表（ 第２ 号様式の別紙１ ）

（ ２）（ １ ） に記載した補助対象経費に係る燃料購入実績を証明する領収書等の写し

（ ３） その他知事が必要と認める書類

２ 規則第13条の規定による報告は、事業完了の日（ 事業廃止について知事の承認を受けた

場合にあたっては、承認を受けた日） から起算して 75日を経過した日、又は補助金の交付

決定があった日の属する年度の３月31日のいずれか早い日までに行うものとする。

（ 補助金の額の確定）

第１ ３ 条 知事は、 前条の実績報告を受理したときは、 その内容を審査し、 補助事業の実績

が第８ 条の交付決定の内容に適合すると認めるときは、 交付すべき補助金の額を確定し、

補助事業者に通知するものとする。 ただし、 確定した額が第８ 条の交付決定額と同額の場

合は、 通知を省略することができる。

（ 補助金の請求）

第１４ 条 知事は、 前条の規定よる補助金の額の確定後に、 補助金を支払うものとする。

２ 補助事業者は、 前項の支払いを受けようとするときは、 第７ 号様式により知事に補助金

を請求するものとする。

（ 交付決定の取消し等）

第１ ５ 条 知事は、 補助事業者が次のいずれかに該当すると認めたときは、 交付決定の全部

又は一部を取消し、 また、 既に交付した補助金の全部又は一部の返還を命ずることができ

る。

（ １） 虚偽の申請その他の不正行為により補助金の交付を受け、 又は受けようとした場合

（ ２） 規則又はこの要綱に違反する行為があった場合

（ 消費税及び地方消費税仕入控除税額の確定に伴う補助金の返還）

第１ ６ 条 補助事業者は、 当該事業完了後に消費税及び地方消費税の申告により補助金に係

る消費税及び地方消費税仕入控除税額が確定した場合には、 その金額（ 第９ 条第２ 項の規

定により減額した事業主体については、 その金額を減じた額を上回る部分の金額） を、 第

８ 号様式により速やかに知事に報告しなければならない。

２ 知事は、 前項の報告があった場合には、 当該消費税及び地方消費税仕入控除額の全部又



は一部の返還を命じることができる。

（ その他）

第１７ 条 この要綱に定めるもののほか必要な事項は、 知事が別に定める。

附 則

この要綱は、 令和５年１２月２８日から施行する。



第１号様式（ 第７ 条関係）

年 月 日

福島県知事 殿

（ 申請者）

所 在 地

法人名称

代表者氏名

福島県港湾運送事業者等原油価格高騰緊急支援事業費補助金交付申請書

令和５年度福島県港湾運送事業者等原油価格高騰緊急支援事業費補助金の交付を受けたい

ので福島県補助金等の交付に関する規則第４条の規定により、 下記のとおり関係書類を添え

て申請します。

記

１ 交付を受けようとする補助金の申請額 金 円

（ 交付申請額内訳）

油 種 補助単価

【 Ａ】

購入量（ 見込含）

【 Ｂ】

小計 ※ １ , 2

【 Ｃ： Ａ×Ｂ】

実施期間

軽油 12 円 Ｌ 円

ガソリン 12 円 Ｌ 円

重油 9 円 Ｌ 円

申請額（ Ｃの合計） ※ ３ 円

※ １ 「 補助単価【 Ａ】」 と「 購入量（ 見込含）【 Ｂ】」 を掛合せ、 小計【 Ｃ】 を算出します。

※ ２ 「 小計【 Ｃ】」 は、 1, 000 円未満の端数があった場合、 これを切り捨てとします。

※ ３ 予算の範囲内での交付決定となりますので、 申請額が交付決定額となるとは限りません。

２ □添付書類（ 以下の書類が揃っているか確認し、 にチェックを入れ提出してく ださい）

☐ (1) 補助対象経費一覧表（ 第２ 号様式）、

車両等毎補助対象経費内訳表（ 第２号様式の別紙１ ）

☐ (2)（ 1） に記載した補助対象経費に係る燃料購入実績を証明する領収書等の写し

（ ただし、 燃料購入見込を記載した場合は、 算出根拠を示す資料）

☐ (3) 誓約書（ 第３号様式）

☐ (4) 役員等名簿（ 第４ 号様式）

☐ (5) 法人登記簿の全部事項証明書（ 現在事項証明書） の写し



第２号様式（ 第７ 条関係）

油種名※ １ 法人名称

４ 月 ５ 月 ６ 月 ７ 月 ８ 月 ９ 月 １ ０ 月 １ １ 月 １ ２ 月 １ 月 ２ 月 ３ 月

1 0

2 0

3 0

4 0

5 0

6 0

7 0

8 0

9 0

10 0

11 0

12 0

13 0

14 0

15 0

16 0

17 0

18 0

19 0

20 0

21 0

22 0

23 0

24 0

25 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0合計

※ １ 　 油種毎に様式を分けて作成願います。

※ ２ 　 月毎の燃料購入実績（ 見込含） は少数以下の端数を切り捨て整数値で入力願います。

※ ３ 　 行が不足する場合は、 行を追加して記載してく ださい。

補助対象経費一覧表

No. ① 荷役機械名又は船種等

② ナンバープレート 、
社内管理番号、

船名等
【 領収書、 納品書等で突

合できる番号等】

令和５ 年 令和６ 年

燃料購入実績（ 見込含） 【 単位： Ｌ 】 ※ ２

計
③ 主な稼働場所

④ 自社所有
／リース
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第２号様式の別紙１（ 第７条関係）

４ 月 ５ 月 ６ 月 ７ 月 ８ 月 ９ 月 １ ０ 月 １ １ 月 １ ２ 月 １ 月 ２ 月 ３ 月

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

31

計 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

累計 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

※ １ 　 車両毎に様式を分けて作成願います。 （ 請求書、 領収書、 納品書等と突合できる車両番号等）

※ ２ 　 日毎の燃料購入実績（ 見込含） は少数以下の端数を切り捨て整数値で入力願います。

令和５ 年 令和６ 年

荷役機械名、
又は船種等

法人名称

ナンバープレート 、
社内管理番号、

船名等 ※ １

日付

燃料購入実績（ 見込含） 【 単位： Ｌ 】 ※ ２

車両等毎補助対象経費内訳表

○○○○車両名



第３号様式（ 第７ 条関係）

年 月 日

福島県知事 殿

（ 申請者）

所 在 地

法人名称

代表者氏名

誓約書

令和５ 年度福島県港湾運送事業者等原油価格高騰緊急支援事業費補助金の交付を受けるに

当たり、 下記の１ から３までの事項について相違ないことを誓約します。

また、 貴職において必要と判断した場合に、 別紙「 役員等名簿」 により提出する当方の個

人情報を警察に提供することについて同意します。

記

１ 補助金交付後においても港湾運送事業（ 曳船事業） を継続すること。

２ 福島県港湾運送事業者等原油価格高騰緊急支援事業費の補助対象経費に対し、 他の公的

助成等を受けていないこと。

３ 次のいずれにも該当しない者であること。

（ １） 暴力団（ 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（ 平成３年法律第77 号）

第２条第２ 号に規定する暴力団をいう。 以下同じ。）

（ ２） 暴力団員等（ 同法第２条第６号に規定する暴力団員及び暴力団員ではなく なった日

から５ 年を経過しない者をいう。 以下同じ。）

（ ３） 役員等（ 法人である場合にはその役員、 その支店又は営業所の代表者その他これら

と同等の責任を有する者を、 法人以外の団体である場合には代表者、 理事その他これ

らと同等の責任を有する者をいう。） が暴力団員等であるもの

（ ４） 暴力団又は暴力団員等が経営に実質的に関与しているもの

（ ５） 自己、 その属する法人若しく は法人以外の団体若しく は第三者の不正の利益を図る

目的又は第三者に損害を加える目的をもって、 暴力団又は暴力団員等を利用している

もの

（ ６） 暴力団又は暴力団員等に対して資金等を供給し、 又は便宜を供与する等暴力団の維

持又は運営に協力し、 又は関与しているもの

（ ７） その他暴力団又は暴力団員等と社会的に非難されるべき関係を有するもの



第４号様式（ 第７ 条関係）

役 員 等 名 簿

(ﾌﾘｶ゙ ﾅ)

氏 名

生年月日

役 職 備 考

元号 年 月 日

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20



第５号様式（ 第１ ０条関係）

年 月 日

福島県知事 殿

（ 補助事業者）

所在地

法人名称

代表者氏名

令和５ 年度福島県港湾運送事業者等原油価格高騰

緊急支援事業変更（ 中止・ 廃止） 承認申請書

令和 年 月 日付け 第 号で補助金の交付決定の通知を受けた補助

事業について下記のとおり変更（ 中止・ 廃止） したいので、 福島県補助金等の交付に関する

規則第６条の規定により、 承認してく ださるよう申請します。

記

注１ 記以下の記載は、 第１号様式に準じて記載すること。

２ 変更の場合において、 交付申請額内訳の変更前と変更後を容易に比較対照できるよう

に変更部分を二段書とし、 変更前を括弧書で上段に記載すること。 ただし、 当該変更の

対象外となる事業については省略すること。 添付書類については、 様式１に添付したも

のから変更があったものに限り、 添付すること。

３ 事業を中止し、 又は廃止しようとする場合にあっては、「 中止（ 廃止） の理由」 を記載

すること。



第６号様式（ 第１ ２条関係）

年 月 日

福島県知事 殿

（ 補助事業者）

所 在 地

法人名称

代表者氏名

令和５ 年度福島県港湾運送事業者等原油価格高騰緊急支援事業実績報告書

令和 年 月 日付け 第 号で補助金の交付決定の通知を受けた福島県港

湾運送事業者等原油価格高騰緊急支援事業について、 福島県補助金等の交付に関する規則第

１ ３条の規定により報告します。

１ 補助金交付決定額 金 円

２ 補助実績額 金 円

（ 補助実績額内訳）

油 種 補助単価

【 Ａ】

購入量（ 実績）

【 Ｂ】

小計 ※ １ , 2

【 Ｃ： Ａ×Ｂ】

実施期間

軽油 12 円 Ｌ 円

ガソリン 12 円 Ｌ 円

重油 9 円 Ｌ 円

実績額合計（ Ｃの合計） ※ ３ 円

※ １ 「 補助単価【 Ａ】」 と「 購入量（ 実績）【 Ｂ】」 を掛合せ、 小計【 Ｃ】 を算出します。

※ ２ 「 小計【 Ｃ】」 は、 1, 000 円未満の端数があった場合、 これを切り捨てとします。

３ 完了年月日 令和 年 月 日

４ □添付書類（ 以下の書類が揃っているか確認し、 にチェックを入れ提出してく ださい）

☐ (1) 補助対象経費一覧表（ 第２ 号様式）、

車両等毎補助対象経費内訳表（ 第２号様式の別紙１ ）

☐ (2)（ 1） に記載した補助対象経費に係る燃料購入実績を証明する領収書等の写し



第７号様式（ 第１ ４条関係）

年 月 日

福島県知事 殿

（ 補助事業者）

所在地

法人名称

代表者氏名

令和５ 年度福島県港湾運送事業者等原油価格高騰緊急支援事業費補助金請求書

金 円

令和 年 月 日付け 第 号で交付決定のあった福島県港湾運送事業者等原

油価格高騰緊急支援事業費補助金について、 福島県港湾運送事業者等原油価格高騰緊急支援

事業費補助金交付要綱第１４ 条の規定により、 上記の金額の交付を請求します。

〈 振込先〉

金融機関名

口座番号

口座名義



第８号様式（ 第１ ６条関係）

年 月 日

福島県知事 殿

（ 補助事業者）

所在地

法人名称

代表者氏名

令和５ 年度福島県港湾運送事業者等原油価格高騰

緊急支援事業仕入れに係る消費税相当額報告書

令和 年 月 日付け 第 号で交付決定のあった福島県港湾運送事

業者等原油価格高騰緊急支援事業について、 福島県港湾運送事業者等原油価格高騰緊急支

援事業費補助金交付要綱第１６ 条第１ 項の規定により、 下記のとおり報告します。

記

事 業 名

交 付 決 定 年 月 日 ・ 番 号 令和 年 月 日付け 第 号

補 助 金 の 額 の 確 定 額 円

補助金の確定時に減額し た

仕入れに係る消費税相当額 (A)
円

消費税の申告により 確定した

仕入れに係る消費税相当額
(B) 円

補助金返還相当額 ( B) － (A) 円


